
子育て支援型・地域活性化型

平成30年３月31日までの申込受付分に適用（※）

金利引下げプラン 金利引下げ期間 金利引下げ幅

（平成29年４月現在）

平成２9年４月版

( ※ ) 【フラット３５】子育て支援型・地域活性化型には予算金額があり、予算金額に達する見込みとなった場合は、受付を終了させていただ

きます。受付終了日は、終了する約３週間前までにフラット３５サイトでお知らせします。

(注１) 【フラット３５】子育て支援型・地域活性化型は、【フラット３５】借換融資にはご利用できません。

(注２) 【フラット３５】子育て支援型と【フラット３５】地域活性化型を併用することはできません。

(注３) 【フラット３５】子育て支援型・地域活性化型は【フラット３５】Ｓ等と併用することができます（裏面をご覧ください。）。

【フラット３５】子育て支援型・地域活性化型とは、

子育て支援や地域活性化について、積極的な取組を行う地方公共団体と住宅金

融支援機構が連携し、住宅取得に対する地方公共団体による補助金交付などの

財政的支援とあわせて、 【フラット３５】 の借入金利を一定期間引き下げる制度

です。

【フラット３５】子育て支援型
【フラット35】

営業時間 ： 毎日９：００～１７：００（祝日、年末年始を除き、土日も営業しています。）
〈フラット３５サイト〉

www.flat35.com ご利用いただけない場合（国際電話など）は、次の番号へおかけください。

０４８-６１５-０４２０ （通話料金がかかります。）

0120-0860-35

お客さまコ－ルセンタ－

地方公共団体と機構が連携

【フラット３５】子育て支援型・地域活性化型をご利用いただくための要件については、中面をご覧ください。

連携補助金交付などの
財政的支援

住宅金融支援機構
【フラット３５】の
金利引下げ

地 方 公 共 団 体

【フラット３５】地域活性化型

住宅金融支援機構と連携する地方公共団体については、フラット３５サイト（www.flat35.com）において順次お知らせします。

【フラット３５】子育て支援型・地域活性化型は、地方公共団体が住宅金融支援機構と連携している場合にご利用いただけます。金融機関

へお申込みいただく前に 、住宅を取得される地域の地方公共団体が住宅金融支援機構と連携していることを上記ホームページでご確認

ください。

取扱金融機関または住宅金融支援機構の審査の結果によっては、お客さまのご希望にそえない場合がありますので、あらかじめご了承ください。

試算結果の数値は概算です。

【試算例】 借入額3,000万円（融資率９割以下）、借入期間35年、元利均等返済、ボーナス返済なし、借入金利年1.12％※、

平成29年９月30日以前申込受付の場合

※ 平成29年４月における返済期間が21年以上35年以下、融資率９割以下の場合の【フラット３５】の最頻金利

【試算例】 借入額3,000万円（融資率９割以下）、借入期間35年、元利均等返済、ボーナス返済なし、借入金利年1.12％※、

平成29年９月30日以前申込受付の場合

※ 平成29年４月における返済期間が21年以上35年以下、融資率９割以下の場合の【フラット３５】の最頻金利

【フラット３５】子育て支援型・地域活性化型なら【フラット３５】より総返済額が約38万円お得！
【フラット３５】子育て支援型・地域活性化型と【フラット３５】Ｓ（金利Ｂプラン）の併用なら【フラット３５】

より総返済額が約83万円お得です！

毎月の返済額・総返済額の試算（比較）

【フラット３５】
【フラット３５】子育て支援型・

地域活性化型

【フラット３５】子育て支援型・
地域活性化型と【フラット３５】Ｓ
（金利Ｂプラン）の併用

借入金利
全期間
年1.12%

当初５年間
年0.87%

６年目以降
年1.12%

当初５年間
年0.57%

６年目以降
年1.12%

毎月の返済額
全期間
86,373円

当初５年間
82,880円

６年目以降
85,893円

当初５年間
78,807円

６年目以降
85,301円

総返済額 36,276,809円 35,894,332円 35,436,967円

【フラット３５】
との比較
（総返済額）

－ ▲382,477円 ▲839,842円

金利引下げの組み合わせ 金利の引下げの期間及び幅

平成29年9月30日以前に取扱金融機関に申し込まれた方

当初５年間 年▲０．５５％

６年目から１０年目まで 年▲０．３％

平成29年10月１日以後に取扱金融機関に申し込まれた方

当初５年間 年▲０．５％
６年目から１０年目まで 年▲０．２５％

平成29年9月30日以前に取扱金融機関に申し込まれた方

当初５年間 年▲０．５５％

平成29年10月１日以後に取扱金融機関に申し込まれた方

当初５年間 年▲０．５％

【フラット３５】Ｓとの併用について

※【フラット３５】子育て支援型・地域活性化型と【フラット３５】リノベの併用については、住宅金融支援機構またはお申込み予定の金融機関

にお問い合わせください。

（注） 【フラット３５】子育て支援型・地域活性化型と【フラット３５】Ｓの併用に当たっては、 【フラット３５】子育て支援型・地域活性化型の要件（中面参照）に加

えて、【フラッ ト３５】Ｓの要件として、取得対象住宅が省エネルギー性、耐震性、バリアフリー性または耐久性・可変性の基準のうち、いずれか１つ以上の

基準に適合する必要があります。基準の詳細は、フラット３５サイト（www.flat35.com）をご覧いただくか、お客さまコールセンター（℡.0120-0860-35）ま

でお問い合わせください。

【フラット３５】子育て支援型・地域活性化型および【フラット３５】Ｓには予算金額があり、予算金額に達する見込みとなった場合は、受付を終了します。

受付終了日は、終了する約３週間前までにフラット３５サイト（www.flat35.com）でお知らせします。

（注） 上記総返済額には、融資手数料、物件検査手数料、機構団体信用生命保険の特約料※、火災保険料等は含まれず、別途お客さま負担となります。

※平成29年10月１日申込受付分から、団信の加入に必要な費用を住宅ローンの月々の返済金に含めた団信付きの【フラット３５（買取型）】の取扱

いを開始いたします。

【フラット３５】子育て支援型
または

【フラット３５】地域活性化型

【フラット３５】Ｓ
（金利Ａプラン）×

【フラット３５】子育て支援型
または

【フラット３５】地域活性化型

【フラット３５】Ｓ
（金利Ｂプラン）×



＜ 【フラット３５】子育て支援型・地域活性化型が利用できる地方公共団体の事業の概要＞

機構と連携する地方公共団体※が次のいずれかの事業を実施しており、お客さまがその事業によ

る補助金交付等の対象である場合に、【フラット３５】子育て支援型または【フラット３５】地域活性化

型をご利用いただけます。

※ 機構と協定を締結し、連携する地方公共団体に限ります。連携する地方公共団体は、フラット ３５サイト（www.flat35.com)に順次掲載してい

きますので、ご確認ください。

【フラット３５】
子育て支援型

【フラット３５】
地域活性化型

※ 事業の詳細は、各地方公共団体が、地域の実情を踏まえて個別に決定します。

《借入れに当たっての注意事項》●【フラット３５】 は、民間金融機関と住宅金融支援機構が提携してご提供する全期間固定金利住宅ローンです。お申込みは

、取扱金融機関となります。詳細はフラット３５サイト（www.flat35.com）でご確認ください。●取扱金融機関または住宅金融支援機構の審査の結果によっては、

お客さまのご希望にそえない場合がありますので、あらかじめご了承ください。●借入額は100万円以上8,000万円以下（１万円単位）で、建設費または購入価

額（非住宅部分を除く。）以内となります。また、年収等、審査の結果によってはご希望の借入額まで借入れできない場合があります。●融資率とは、建設費ま

たは購入価額に対して、【フラット３５】の借入額の占める割合をいいます。●融資手数料は、お客さま負担となります。融資手数料は取扱金融機関により異なり

ます。●借入金利は、資金受取時の金利が適用となります。●【フラット３５(買取型)】では、借入期間（20年以下・21年以上）、融資率（９割以下・９割超）に応

じて、借入金利が異なります（【フラット３５(保証型)】は取扱金融機関によって取扱いが異なります。）。借入金利は取扱金融機関により異なります。●借入金利

は毎月見直されます。●融資率が９割を超える場合は、返済の確実性等をより慎重に審査します。●最長35年の返済が可能です。ただし、お客さまの年齢に

より借入期間が短くなる場合があります。●住宅金融支援機構の定める技術基準に適合していることについて、検査機関または適合証明技術者による物件検

査を受ける必要があります。あわせて、新築住宅では、建築基準法に基づく検査済証が交付されていることを確認しています。物件検査手数料はお客さま負担

となります。物件検査手数料は、検査機関または適合証明技術者により異なります。●【フラット３５】子育て支援型・地域活性化型を利用する場合には、地方

公共団体から「フラット３５子育て支援型・地域活性化型利用対象証明書」の交付を受ける必要があります。●借入対象となる住宅及びその敷地に、【フラット３

５(買取型)】では住宅金融支援機構、【フラット３５(保証型)】では取扱金融機関を抵当権者とする第１順位の抵当権を設定していただきます。なお、抵当権の

設定費用（登録免許税、司法書士報酬等）は、お客さま負担となります。●【フラット３５(買取型)】では、借入対象となる住宅について、火災保険（損害保険会

社の火災保険または法律の規定による火災共済）に加入していただきます（【フラット３５(保証型)】は取扱金融機関によって取扱いが異なります。）。火災保険

料は、お客さま負担となります。●万一の場合に備え、団体信用生命保険への加入をお勧めしています。【フラット３５(買取型)】では、機構団体信用生命保険

の特約料※はお客さま負担となります（【フラット３５(保証型)】は取扱金融機関によって取扱いが異なります。）。また、健康上の理由等により、加入できない場

合があります。●【フラット３５】子育て支援型・地域活性化型、【フラット３５】Ｓ及び【フラット３５】リノベは、借換融資には利用できません。●【フラット３５】子育て

支援型と【フラット３５】地域活性化型を併用することはできません。●取扱金融機関の借入金利、融資手数料、返済額の試算等の詳細は、フラット３５サイト（

www.flat35.com）でご確認ください。 ●説明書（パンフレット等）は、お申込みを希望する取扱金融機関で入手できます。

※平成29年10月１日申込受付分から、団信の加入に必要な費用を住宅ローンの月々の返済金に含めた団信付きの【フラット３５（買取型）】の取扱いを開始い

たします。

【フラット３５】子育て支援型・地域活性化型をご利用いただくためには、地方公共団体
（※1）から、「フラット３５子育て支援型・地域活性化型利用対象証明書」 （※2）の交付を受
ける必要があります。

（※1）機構と協定を締結し、連携する地方公共団体に限ります。連携する地方公共団体は、フラット３５サイト(www.flat35.com)に順次掲載していき

ますので、ご確認ください。

（※2）「フラット３５子育て支援型・地域活性化型利用対象証明書」の交付を受けるための条件については、各地方公共団体へご確認ください。

（注1） このほか、住宅の耐久性等の【フラット３５】の技術基準やその他融資基準を満たす必要があります。各基準の詳細は、フラット３５サイ ト

(www.flat35.com)でご確認ください。

（注2）本制度の効果および有効性を検証し、次年度の事業要件に反映させていくことを目的として、お客さまへのアンケート調査を実施します。ご協

力をお願いします。

【フラット３５】子育て支援型・地域活性化型をご利用いただくための要件

●若年子育て世帯が住宅を取得する場合

対象となる子育て世帯の要件（子の年齢等）は、各地方公共団体が個別に定め

ます。

●若年子育て世帯と親世帯が同居または近居するために住宅を取得する場合

対象となる子育て世帯・親族世帯の家族構成、同居を行うために必要な住宅の

要件、近居の場合の距離等は、各地方公共団体が個別に定めます。

（シニア世帯） （子育て世帯）

近居・同居の実現

孫とのふれあい 子育て負担の軽減

地方公共団体が実施する事業の概要

●ＵＩＪターン※1を契機として、住宅を取得する場合

●居住誘導区域※2外から居住誘導区域内に移住する際に住宅を取得する場合
（コンパクトシティ形成 ※3）

※1 UIJターンとは、大都市圏の居住者が地方に移住する動きの総称です。Uターンは出身地に戻る形態、Iターン

は出身地以外の地方へ移住する形態、Jターンは出身地の近くの地方都市に移住する形態をいいます。

※3 コンパクトシティ形成とは、都市機能の近接化による歩いて暮らせる集約型まちづくりの実現に向け、拡散した

都市機能を集約させ、生活圏の再構築を進めていくことをいいます。

※2 居住誘導区域とは、地方公共団体が居住を誘導すべき区域として定めるものをいいます。当該居住誘導区域

が定められていない地方公共団体においては利用対象となりません。

次のいずれかの場合における補助金交付などの財政的支援

次のいずれかの場合における補助金交付などの財政的支援

【フラット３５】子育て支援型・地域活性化型の利用手続の流れ

【フラット３５】適合証明書
の交付・提出（注2）
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【フラット３５】子育て支援型・
地域活性化型利用対象証明
書の交付・提出（注1）
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（注）上図は、一般的な手続の流れを示しています。金融機関、地方公共団体および適合証明機関における手続の順序は問いません。ただし、注1（【フラット３

５】子育て支援型・地域活性化型利用対象証明書）および注2（【フラット３５】適合証明書）は、借入れの契約時までに金融機関へ提出する必要があります。

（※1）借入申込みは、【フラット３５】の取扱金融機関となります。

（※2）「【フラット３５】子育て支援型・地域活性化型利用対象証明書」の交付手続が可能な地方公共団体は、フラット３５サイト(www.flat35.com)に順次掲載し

ていきます。

（※3）適合証明機関は、検査機関または適合証明技術者（中古住宅購入の場合のみ）となります。

（※4）取扱金融機関によって、事前審査を実施していない場合があります。事前審査は仮審査であり、借入申込後の正式な審査結果を約束するものではありま

せん。

（※5）補助金の交付等は、各地方公共団体の制度に基づき、地方公共団体が実施するもので、入居後に実施される場合もあります。


